
守口市生活困窮者自立相談支援事業等業務委託事業者公募型プロポーザルに係る質問と回答 

 

以下のとおり質問がありましたので回答します。 

 

 質 問 事 項 回   答 

１ 
現行事業者の支援体制について、各役割の配置人数をご

教示いただけますでしょうか。（専任・兼務含む） 

①生活困窮者自立相談支援事業 

主任相談支援員 １名（被保護者就労支援事業 業務管理責任者

と兼務） 

相談支援員   ３名 

就労支援員   １名 

家計相談支援員 １名 

就労準備支援員 １名 

②被保護者就労支援事業 

業務管理者       １名（生活困窮者自立相談支援事業 

主任相談支援員と兼務） 

事業責任者兼就労支援員 １名 

家計改善支援員     １名 

就労支援員       ２名 

就労準備支援員     １名 

求人開拓員       １名 

心理相談員       １名 

２ 
次期事業（令和８年度以降）で特に重視する成果指標は

ございますでしょうか。 

①生活困窮者自立相談支援事業…新規相談件数 

②被保護者就労支援事業   …就労支援件数 



３ 

生活困窮者自立支援事業について、令和４～７年度の下

記実績をご教示いただけますでしょうか。 

 

第４次守口市地域福祉計画 １５Ｐ （６）生活困窮者

の状況における令和４年度以降のデータを教えてくださ

い。 

①自立相談支援事業 

新規相談件数、支援プラン作成件数、就労支援対象件数、

就職決定件数 

②就労準備支援対象件数 

③家計改善支援事業支援件数 

 

この事業は毎年実施されている事業ですが、過去の実施

状況・事業実績（相談人数・就職者数・実績等）につい

ての詳細を教えてください。 

 

②就労準備支援対象件数 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

7 11 13 2 

 

③家計改善支援事業支援件数 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

10 13 15 14 

※令和７年度は１０月末時点 

①自立相談支援事業 各件数 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

新規相談 733 556 650 382 

支援プラン

作成 

217 188 206 112 

就労支援対

象 

195 138 173 78 

就職決定 242 121 162 87 

ふーどばん

く 

864 1,065 1,632 724 

４ 

被保護者就労支援事業について、令和４～７年度の下記

実績をご教示いただけますでしょうか。 

① 就労支援対象件数 

② 就職決定件数 

③ 就労準備支援対象件数 

④ 家計改善支援事業支援件数 

 

この事業は毎年実施されている事業ですが、過去の実施

状況・事業実績（相談人数・就職者数・実績等）につい

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

就労支援対

象 

563 593 427 201 

就職決定 244 257 207 104 

就労準備支

援 

81 49 37 28 

家計改善 0 0 4 3 

※令和７年度は１０月末時点 



ての詳細を教えてください。 

５ 

直近３年間における守口市の被保護率および被保護世帯

数について、世帯類型別の数値をご教示いただけますで

しょうか。 

 

令和６年度守口市福祉統計の７生活保護において被保護

者の世帯類型別世帯数及び割合を教えてください。 

 

 
世 帯

数 

保 護

率

（‰） 

世帯類型別 

高 齢

者 

母子 傷 病

者 

障 害

者 

そ の

他 

令 和

４ 年

度 
3,996 34.61 

2,486 189 401 474 447 

62.2

％ 

4.6％ 10.0

％ 

11.9

％ 

11.2

％ 

令 和

５ 年

度 
4,037 34.70 

2,481 179 437 439 501 

61.5

％ 

4.4％ 10.8

％ 

10.9

％ 

12.4

％ 

令 和

６ 年

度 
3,989 33.85 

2,442 160 415 452 520 

61.2

％ 

4.0％ 10.4

％ 

11.4

％ 

13.0

％ 

 

 

６ 

「国税及び地方税を滞納していないこと」に関連し、 

別紙１「提出書類一覧」６の納税証明書についてですが、 

法人税納税証明書（その１）では滞納の有無が確認でき

ないため、「（その３の３）納税証明書」で提出しても問

題ないか確認したい。 

問題ない。 



７ 

就労準備支援事業において、協力企業で職場体験を実施

する際、体験先が遠方となる場合に、就労準備支援の支

援対象者へ支給する交通費を事業費から支出することが

可能かについて確認したい。 

当該事業費を見積書に項目を設けた上で計上することは可能とす

る。 

 


